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処分の概要 土地の引渡等に要した費用の納付(第99条の8第5項・第99条第3項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
都市再開発法 第118条の28第2項 

法 令 番 号 昭和44年法律第38号 

【根拠条文】 

 (特定施設建築物が建築計画に従つて建築されない場合の措置) 

第99条の8 

5 第99条の3第3項の規定は第1項の規定により同項の決定を取り消す場合について、第98条

第1項及び第2項並びに第99条(第2項を除く。)の規定は第3項の場合について準用する。この

場合において、第98条第2項中「都道府県知事等」とあるのは、「都道府県知事」と読み替え

るものとする。 

 

 (費用の徴収) 

第99条 

3 市町村長は、第1項に規定する費用を前項において準用する前条第3項の規定によつて徴収

することができないとき、又は徴収することが適当でないと認めるときは、第1項に規定す

る者に対し、あらかじめ、納付すべき金額、納付の期限及び場所を通知して、これを納付さ

せるものとする。 

 

 (施行者以外の者による施設建築物の建築) 

第118条の28  

2 第99条の2第2項及び第3項、第99条の3から第99条の9まで並びに第104条第2項の規定は、前

項の規定により施行者以外の者に施設建築物の建築を行わせる場合について準用する。こ

の場合において、第99条の2第2項及び第3項、第99条の3第2項並びに第99条の7中「権利変換

計画」とあるのは「管理処分計画」と、第99条の6第2項中「第99条の2第3項」とあるのは「第

118条の28第2項において準用する第99条の2第3項」と、「地上権又はその共有持分」とある

のは「施設建築敷地又はその共有持分」と、第104条第2項中「第99条の2第3項」とあるのは

「第118条の28第2項において準用する第99条の2第3項」と、「第99条の6第2項」とあるのは

「第118条の28第2項において準用する第99条の6第2項」と読み替えるものとする。 

 

【基準】 

 根拠条文に同じ。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 平成28年4月1日 最終変更年月日 令和5年4月1日 

 


